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小売業がビジネスで成果を出し続けるためには、業界で当たり前のように行われてきた“ある事”をストップすることが重要だ
といいます。西友の大久保恒夫社長兼CEOに話を聞きました。
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利益を確保したいなら〇〇はやめなさい

新型コロナウイルス感染症の流行は、日本の小売業に大きな影響を与えています。経済産業省の調査によると、2020年の
小売業販売額は146兆4570億円で、前年比マイナス3.2%。2021年上期は前年同期比3.4%のプラスとなる73兆6790億円でし
たが、2020年は好調だったスーパーやドラッグストア、ホームセンターの販売額が減少するなど、先行きは決して明るいとは
いえない状況です。

社会が変わりゆく中で、小売業がビジネスで成果を出し続けるためには、どうすればよいのでしょうか？ユニクロ、無印良品
、成城石井など有名小売店の経営改革で成果を上げ、“小売業再建のプロ”の異名を持つ西友の大久保恒夫社長兼CEO
は、これまで業界で当たり前のように行われてきた“ある事”をストップすることが大事だと主張します。

「例えば食品スーパーでは、売り上げアップの常とう手段として『ディスカウント（安売り）』が実施されてきました。それは直近
のコロナ禍でも同様で、ディスカウントをアピールするためにチラシを配布することも引き続き行われています。しかし、単な
るディスカウントは、抜本的な解決にはなりせん」

大久保氏が安易なディスカウントを否定する理由として、ディスカウントが必ずしも利益の向上に直結しないことを指摘しま
す。

「ディスカウントによって粗利率は下がりますし、販売量が増えると、それだけ人件費率も上がります。消費が激しく、経済成
長が著しい数十年前は、確かにディスカウントは一定の成果を上げてきたのも事実です。しかし、いまだに多くの企業はこ
の過去の成功体験から脱却できていません」
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大久保氏がこれまで事業改革を手掛けてきた企業では、一貫して「いかに利益率を上げるか」というアプローチに取り組ん
できたといいます。

「利益は、価値を創造することによってしか生まれません。私の打ち手の中に『単純にディスカウントをする』という選択肢は
ありません。顧客は単に安いだけでは満足しません。おいしいものを食べたい、より健康なものが欲しいといった、価格以外
のニーズがあります。

もちろん、ニーズに合った価値ある商品を開発しても、その価値が伝わらなければ商品は売れません。顧客のニーズを探
って価値ある商品を開発し、売り場でその良さをアピールして売り込むという商品開発力と販売力の2つは、小売店が利益
を出すために最も重要なことといえます」（大久保氏）

値引きしなくても利益を出す方法とは

それでは、小売店がディスカウントせずに利益を出すには、具体的にはどうすればよいのでしょうか。大久保氏は自身の経
験から、PDCAの徹底と、それを加速するためのDX化という2点を指摘します。

「私はこれまでの数々の企業を再建してきた経験から、よく『なぜ大久保さんはさまざまな業種で改革できるのですか』と質
問されます。しかし私は、一貫してPDCAを実行してきただけです。顧客のニーズも、利益率を上げる方法も、最初から分か
っていたわけではありません。アイデアを実行して結果を確認し、それに対して違う手を打つことで、顧客のニーズは必ず
見えてきます。

もちろんそのためには、PDCAの結果を『データ』として正しく集計できること、さらにそれを迅速に把握できるDXの仕組みが
不可欠です」

ニーズを把握した上で商品開発や販売強化の施策を講じても、必ずうまくいくとは限りません。PCDAを素早く繰り返し、次
の行動に移る必要があります。

「私が店舗を改革する際の手法の1つとして、販売施策の結果を毎週確認し、次の週の打ち手を考えて実行する『ウィークリ
ーマネジメント』というサイクルがあります。

このサイクルを可能にするために、私は『POS粗利』という新しい概念を採用しました。POS粗利とは、POSシステムの商品マ
スターに売価と原価を組み込むことで、品目ごとの粗利率が瞬時に把握できるものです。財務会計上の正確な粗利ではあ
りませんが、近似値は把握できるため、常に利益を意識した改善が行えます」（大久保氏）

大久保氏は、PDCAの高速化とそれを支えるための情報システムを整備し、顧客のニーズに常に対応することが、小売業の
売り上げと利益につながっていくと主張します。
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「小売業は総じて利益率が低い業界のため、新しいことに投資しにくい面はあります。しかし、利益率が上がれば、人材教
育と情報システムに対する前向きな投資ができるようになり、それがさらなる価値を生みます。価値を生むための行動の成
果をデータで確認し、さらに改善して得た利益で前向きな投資を実行することが、私が考える企業再生の王道です」（大久
保氏）

これからの小売業は「マーケティング業」に変わっていくべきである… 続きを読む
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